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はじめに
道路管理者には、道路法第 28 条により、道路台帳の

調製及び保管が義務付けられています。また、道路法施
工規則において、道路台帳を調書および図面により構成
することや最低限の記載事項が定められていますが、そ
の作成基準は、道路管理者により様々です。アジア航測は、
30年以上にわたり道路台帳整備の実績を積み重ねてきて
います。その一方で、ベテラン技術者の高齢化に伴う技
術の継承や、働き方改革による業務のさらなる効率化が
喫緊の課題です。
道路台帳調書作成支援ツール（以下、「本ツール」とい

う。）は、若手技術者の作業時にも熟練技術者と同様に正
しく図面からの数値取得が行えること、作業の平準化に
より生産体制を拡張すること、さらには手作業を減らす
ことによりコスト低減を実現することを目的に開発され、
道路台帳の整備・更新業務や電子化業務への適用が進め
られています。
本稿では、本ツールの概要と併せて適用事例を紹介し、
道路台帳整備・更新業務の品質および生産性の一層の向
上に向けた課題を整理します。

道路台帳調書作成支援ツールの概要
アジア航測は、道路管理者からの業務委託を受けて道
路台帳整備事業を実施しています。主な業務内容は、資
料の収集や現地測量に基づく、道路法施行規則第 4条の
2に規定されている路線の情報（起点・終点、延長、幅員、
面積、附属物など）を記載した図面の調製と、図面から
の道路構造（寸法、面積や種別など）の取得・集計によ
る各種調書の作成です（図1）。業務工程での長年の課題は、
調書作成工程で人的ミスをいかに防止するかです。具体
的には、図面上で計測し、目視で地物を判読して、調書
作成用のデータベースを作成・更新する工程が手作業で
あるため、豊富な経験と知見を有する技術者が不可欠な
こと、検査に多くの人員を必要とすることが課題でした。
そこで、手作業でのデータ取得作業からの転換を目的

として、数値取得用に作成したCADデータ（以下、「測
定基図データ」という。）上に配置した図形などから必要
な数値を取得・集計し、調書作成に必要なデータベース
を作成するツールを開発し、実業務に導入しました（図2）。
従来の作業工程と比較すると、図面上での手作業での計
測や、目視での地物判読の代わりに、測定基図データの
作成作業を行います。その結果、図上計測時やデータベー

ス作成時の人的ミスや手戻りが解消されました。さらに
CADデータはマニュアルに則ったデータ構造をもつこ
とから、エラーチェックが容易で、品質や生産性の向上
に寄与しています。本ツールを導入した作業では、数値
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キーワード：道路台帳調書作成支援ツール, 道路台帳, 道路台帳調書, 品質確保

社会インフラ技術部 矢
や

花
ばな

　武
たけ

之
ゆき

・石
いし

田
だ

　大
だい

輔
すけ

・小
こ

松
まつ

　大
たい

誠
せい

・諸
もろ

田
た

　政
まさ

彦
ひこ

東日本空間情報部 鈴
すず

木
き

　晋
すすむ

基盤システム開発部 水
みず

口
ぐち

　雅
まさ

弘
ひろ

図2　道路台帳調書の作成工程フロー

図1　道路台帳調書の例
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おわりに
本ツールの活用により、道路台帳の電子化業務および
既に電子化が行われている自治体の更新業務において、
品質確保と生産性向上の効果を確認しました。その一方
で、本ツールの適用業務の拡大に向けては、自治体の独
自仕様の一部に対応できていない項目があることを再確
認しました。今後も継続的な改善と改修を行い、適用で

きる業務をさらに増やすことが重要です。
また、本ツールの目的のひとつである熟練技術者から
若手技術者への技術伝承は、道路台帳業務に限らず重要
な課題となっています。今後も、熟練技術者の経験や技
術の伝承に向けて、新しい技術の取り込みを図りつつ検
討を継続してまいります。

取得の前作業として、測定基図データを作成します。測
定基図データの作成後、GIS データに変換し、そのデー
タから道路部等の必要なポリゴンを生成しながら数値を
取得します（図 3）。本ツールは、管理区域全域などの大

量のデータ整備の場合であっても、ツール上で一括処理
できます。また、GIS データ変換後に、ポリゴンの生成
や図形の配置等が適切に処理されているか等について、
図形の検査プログラムを用いて一括論理検査ができます。

適用事例と今後の課題
本ツールは実業務において適用が進められており、道
路台帳の電子化に伴う路線の再編成と調書の再作成を実
施した事例、既に電子化が行われている自治体における
道路台帳の更新業務への適用事例があります。電子化に
伴う路線の再編成と調書の再取得を実施した業務では、
従来方式に比べ、約 3割の工期短縮と手戻りの撲滅が実
現できました。その理由は、マニュアルに沿って測定基
図データを作成すれば調書作成に必要なデータを取得で

きるため、多数の技術者が並行して作業できることと、
品質検査を効率的に実施できることが挙げられます。更
新業務への適用においても、同様の効果を確認しました。
今後の課題として、自治体により地物の取得方法に独
自仕様が採用されている場合があり、そのすべてに対応
できていないことが挙げられます。継続的な改善と改修
により、適用できる業務を増やし、さらなる品質確保と
生産性向上を目指します。

図3　道路台帳調書作成支援ツールの処理イメージ
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